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１．令和５年度　宜野湾市水道事業会計予算



議案第17号

　（総則）

第１条　令和５年度宜野湾市水道事業会計予算は、次に定めるところによる。　

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）給水栓数   栓

（２）年間総配水量    ㎥

（３）一日平均配水量    ㎥

（４）主要な建設改良工事 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。　　　

　　収　入 　支　出

　第１款　水道事業収益　 千円 第１款　水道事業費用 千円

　　第１項　営業収益 千円 　第１項　営業費用 千円

　　第２項　営業外収益 千円 　第２項　営業外費用 千円

　　第３項　特別利益 千円 　第３項　特別損失 千円

　第４項　予備費 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額451,057千円は、減債積立金24,069千円、

  過年度分損益勘定留保資金393,647千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額33,341千円で補てんするものとする。）

　　収　入 　支　出

　第１款　資本的収入 千円 第１款　資本的支出 千円

　　第１項　補助金 千円 　第１項　建設改良費 千円

　　第２項　その他資本的収入 千円 　第２項　企業債償還金 千円

　　第３項　他会計出資金 千円 　第３項　国庫補助金返還金 千円

　　第４項　負担金 千円 　第４項　予備費 千円

 

　　　令和５年度　宜野湾市水道事業会計予算

32,565

11,234,817

30,696

458,942

2,269,865 2,229,275

2,149,643 2,193,158

114,908 3,062

5,314 3,055

30,000

116,601 567,658

97,200 533,588

865 24,069

18,535 1

1 10,000
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　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　

　令和５年度から令和７年度まで 千円

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用、営業外費用及び特別損失との間。

（２）建設改良費及び企業債償還金との間。

　（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第７条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 253,386 千円

（２）交際費 50 千円

　（たな卸資産の購入限度額）

第８条　たな卸資産の購入限度額は、18,116　千円と定める。

　　令和５年２月28日提出

　宜野湾市長　松川　正則

  宜野湾市上下水道事業包括業務委託（水道事業）
　（電気料金改定に伴う変更契約分）

2,460

事　　　　　　項 期　　　　　間 限　 度　 額
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２．予算に関する説明書



 

収益的収入 （単位：千円）

予定額

1 水 道 事 業 収 益 2,269,865

1 営 業 収 益 2,149,643

1 給 水 収 益 2,127,626 水道料金の収入

水道利用加入金、他会計負担金
手数料

2 営 業 外 収 益 114,908

1 受 取 利 息 167 預金利息

2 雑 収 益 10,517 庁舎賃貸料等

3
消費税及び地方消費税
還 付 金

8,812 消費税及び地方消費税還付金

4 一 般 会 計 補 助 金 3,108 児童手当

5 長 期 前 受 金 戻 入 92,304 補助金等による減価償却費見合分戻入

3 特 別 利 益 5,314

1 過 年 度 損 益 修 正 益 5,314 瑞慶覧基地給水に係る消費税還付金

　

2 そ の 他 営 業 収 益 22,017

令和５年度　宜野湾市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目 備　　考
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収益的支出 （単位：千円）

予定額

1 水 道 事 業 費 用 2,229,275

1 営 業 費 用 2,193,158

1 受 水 費 1,263,513 企業局からの浄水購入費

2 給 配 水 費 277,711 給配水施設維持に関連する費用

3 業 務 費 167,453 料金の調定、収納に関連する費用

4 総 係 費 194,367 事業活動全般に関連する費用

5 減 価 償 却 費 281,018 固定資産の減価償却費

6 資 産 減 耗 費 9,096 固定資産の除却費

2 営 業 外 費 用 3,062

1 支 払 利 息 3,060 企業債利息

2 消費税及び地方消費税 1

3 雑 支 出 1

3 特 別 損 失 3,055

1 固 定 資 産 売 却 損 2,755 量水器の売却

2 過 年 度 損 益 修 正 損 300 漏水等料金減免等

4 予 備 費 30,000

1 予 備 費 30,000

 

備　　考款 項 目

-4-



資本的収入 （単位：千円）

予定額

1 資 本 的 収 入 116,601

1 補 助 金 97,200

1 補 助 金 97,200 国庫補助金

2 その他資本的収入 865

1 固 定 資 産 売 却 代 金 865 量水器の売却

3 他 会 計 出 資 金 18,535

1 出 資 金 18,535 消火栓設置に伴う他会計からの繰入金

4 負 担 金 1

1 負 担 金 1

資本的支出 （単位：千円）

予定額

1 資 本 的 支 出 567,658

1 建 設 改 良 費 533,588

1 配 水 施 設 費 515,080 配水施設工事に要する経費

2 営 業 設 備 費 18,508 機械器具の購入等に要する経費

2 企 業 債 償 還 金 24,069

1 企 業 債 償 還 金 24,069 企業債の元金年割償還金

3 国庫補助金返還金 1

1 国 庫 補 助 金 返 還 金 1

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

款 項 目 備　　考

資本的収入及び支出

款 項 目 備　　考
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１　総括 （単位：千円）

21（  7） 14,405 93,155 74,664 182,224 37,098 219,322

      5 16,794 11,119 27,913 6,151 34,064

26（  7） 14,405 109,949 85,783 210,137 43,249 253,386

21（  8） 16,294 91,258 71,683 179,235 36,313 215,548

      5 16,081 10,237 26,318 5,955 32,273

26（  8） 16,294 107,339 81,920 205,553 42,268 247,821

（△1） △ 1,889 1,897 2,981 2,989 785 3,774

713 882 1,595 196 1,791

（△1） △ 1,889 2,610 3,863 4,584 981 5,565

※（　）内は、短時間勤務職員数

（単位：千円）

47,762 4,884 4,528 1,088 5,376 2,004 3,920 14,920

47,015 4,806 4,306 1,115 5,040 2,004 4,040 12,309

747 78 222 △ 27 336 △ 120 2,611

職  員  数

特別職
(人)

給　　　　　与　　　　　費

1

1

給 与 費 明 細 書

本
年
度

前
年
度

比
　
較

手　当 小　計
一般職
(人)

報　酬 給　料

1

児童手当

資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

時間外手当 通勤手当

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

16

1,301

区　　　分

合　　計

損益勘定支弁職員

1

手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較

1,285

退職給付費

法定福利費 合　計

期末勤勉手当 特殊勤務手当 扶養手当 住居手当 管理職手当

-7-



ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

21 93,155 71,549 164,704 33,482 198,186

5 16,794 11,119 27,913 6,151 34,064

26 109,949 82,668 192,617 39,633 232,250

21 91,258 68,019 159,277 32,830 192,107

5 16,081 10,237 26,318 5,955 32,273

26 107,339 78,256 185,595 38,785 224,380

1,897 3,530 5,427 652 6,079

713 882 1,595 196 1,791

2,610 4,412 7,022 848 7,870

※（　）内は、短時間勤務職員数

（単位：千円）

44,647 4,884 4,528 1,088 5,376 2,004 3,920 14,920

43,351 4,806 4,306 1,115 5,040 2,004 4,040 12,309

1,296 78 222 △ 27 336 △ 120 2,611

通勤手当 住居手当時間外手当

前年度 1,285

比　較

管理職手当 児童手当 退職給付費

本年度 1,301

手
当
の
内
訳

区　分 期末勤勉手当 特殊勤務手当 扶養手当

16

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

前
年
度

損益勘定支弁職員 1

資本勘定支弁職員

合　　計 1

手　当 小　計

本
年
度

損益勘定支弁職員 1

資本勘定支弁職員

合　　計 1

区　　　分

職  員  数 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合　計特別職
(人)

一般職
(人)

報　酬 給　料
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イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（　7） 14,405 3,115 17,520 3,616 21,136

（　7） 14,405 3,115 17,520 3,616 21,136

（　8） 16,294 3,664 19,958 3,483 23,441

（　8） 16,294 3,664 19,958 3,483 23,441

（△1） △ 1,889 △ 549 △ 2,438 133 △ 2,305

（△1） △ 1,889 △ 549 △ 2,438 133 △ 2,305

※（　）内は、短時間勤務職員数

（単位：千円）

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

手
当
の
内
訳

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

手　当 小　計

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

区　　　分

職  員  数 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合　計特別職
(人)

一般職
(人)

報　酬 給　料

区　分

本年度

前年度

比　較

3,115

3,664

△ 549

期末手当
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  2,610

3,863

高　校　卒 154,600 151,900 154,600 151,900

大　学　卒 185,200 － 185,200 －

　⑵　初任給 （単位：円）

区　　　分 一般行政職 現　業　職
一般会計の制度

一般行政職 現　業　職

平 均 年 齢  (歳) 42歳6月

平 均 給 料 月 額 310,527

令和４年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 345,377

令和５年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 349,269

平 均 年 齢  (歳) 44歳2月

　⑴　職員１人当たり給与 （単位：円）

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 現　業　職

平 均 給 料 月 額 318,335

3,988 退職給付費の増及び人事異動等による増

３　給料及び手当の状況

60 人事異動等による増

手　　当
 制度改正に伴う増減分 △ 125 期末手当支給率変更等による減

 その他の増減分

 その他の増減分

 給与改定に伴う増減分 453 改定率　0.41％

 昇給に伴う増加分 2,097 昇給率  2.19％給　　料

２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

区　　分 増 減 額 増減事由別内訳 説　　　　明 備　考
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主任主事 主　　査

担当主査 担当主査

7 級

一般行政職

主 事 補 主　　事 係　　長 係　　長 課　　長 次　　長 部　　長

主　　事

　(級別の標準的な職務内容)

区      分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級

計 26 100.0 計

7 級 7 級

6 級 1 3.8 6 級

5 級 3 11.5 5 級

4 級 10 38.5 4 級

2 級 3 11.5 2 級

令和４年１月１日現在

1 級 1 3.8 1 級

3 級 8 30.9 3 級

計 26 100.0 計

7 級 7 級

6 級 1 3.8 6 級

5 級 3 11.5 5 級

4 級 10 38.5 4 級

3 級 8 30.8 3 級

2 級 4 15.4 2 級

級 職員数(人) 構成比(%)

令和５年１月１日現在

1 級 1 級

　⑶　級別職員数

区　　　　分
一般行政職 現　業　職

備　考
級 職員数(人) 構成比(%)
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　支給対象職員１人当たり平均支給月額（円） 7,228 7,228

　代表的な特殊勤務手当の名称 　水道技術管理者手当 ・現場手当・暴風時手当

　給料総額に対する比率（%） 1.183 1.183

　支給対象職員の比率(%)　(令和５年４月１日現在) 57.7 57.7

96.2

　⑸　特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　分 全　職　種 一般行政職 現　業　職

前
 
年
 
度

6号給 (人)   

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％) 96.2

4号給 (人) 23 23

号 給 数 別 内 訳 3号給 (人)

2号給 (人) 2 2

26

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人) 25 25

職 員 数 (Ａ) (人) 26

1号給 (人)

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％) 88.5 88.5

6号給 (人)   

4号給 (人) 19 19

号 給 数 別 内 訳 3号給 (人)

2号給 (人) 4 4

26

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人) 23 23

本
 
年
 
度

職 員 数 (Ａ) (人) 26

1号給 (人)

　⑷　昇給

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計 一般行政職 現　業　職
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通  勤  手  当 同　じ

扶  養  手  当 同　じ

住  居  手  当 同　じ

　⑻　その他の手当

区　      分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

無

一般会計の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
（2%～20%加算）

無

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
（2%～20%加算）

　⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最 高 限 度
（月分）

その他の加算
措置等

退職時特別昇給 備　　考

一般会計の制度 2.200 2.200 4.400 有

前　 年　 度 2.225 2.225 4.450 有

等級による　加算措置

本 　年　 度 2.200 2.200 4.400 有

　⑹　期末手当・勤勉手当

区　　　  分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

(月分)

職制上の段階、職務の
備　　考

6月(月分) 12月(月分) 3月(月分)
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（単位：千円）

金　　額

（平成30年度）

（令和２年度） 　  

610,872 916,371 916,371

（令和４年度） 　  

（令和５年度）

2,460 2,460

1,880

当年度分損益
勘定留保資金

給水収益

債務負担行為に関する調書

事　　　　項 限度額
前年度末までの支払義務発生(見込)額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

期　　間 期　　間 金　　額

　宜野湾市上下水道事業包括業務
　委託（水道事業）

1,612,890
 令和２年度～
 令和４年度

 令和５年度～
 令和７年度

9,400
 平成30年度～
 令和４年度

3,180  令和５年度 1,880

30,956
 令和２年度～
 令和４年度

7,277
 令和５年度～
 令和７年度

12,474

　複写機賃借

12,474

　大判複合機賃借料（水道事業） 1,987
 令和２年度～
 令和４年度

640
 令和５年度～
 令和７年度

960 960

　庁舎警備業務委託料（水道事業）

976

　ＣＡＤ保守点検業務委託料 198
 令和２年度～
 令和４年度

132  令和５年度 66 66

1,848  令和５年度 924 924

976　複合機賃借料（水道事業） 2,928
 令和２年度～
 令和４年度

1,505  令和５年度

　宜野湾市上下水道事業包括業務
　委託(水道事業)(電気料金改定に
　伴う変更契約分)

2,460
 令和５年度～
 令和７年度

　土木積算システム賃借料 2,772
 令和２年度～
 令和４年度

　会計システム賃借料（水道事業） 20,170  令和４年度 　
 令和５年度～
 令和７年度

20,170 20,170

　庁舎清掃業務委託料（水道事業） 5,643  令和４年度 　
 令和５年度～
 令和６年度

5,643 5,643

　コンビニエンスストア等収納
  事務委託料

3,859  令和４年度  令和５年度 3,859 3,859

213　電気保安業務委託料（水道事業） 213  令和４年度  令和５年度 213
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注
記

 
 

Ⅰ
．
重

要
な

会
計

方
針

 
 

 
１
 

資
産

の
評

価
基

準
及

び
評
価

方
法

 
 

 
 
 

（
１

）
貯

蔵
品

 
 

先
入
先

出
法

に
よ

る
原

価
法

 
  

 
２
 

固
定

資
産

の
減

価
償

却
の
方

法
 

 
 

 
 

（
１

）
有

形
固

定
資

産
（
リ

ー
ス

資
産

を
除

く
。）

 
 

 
 
 

 
・

減
価

償
却

の
方

法
 
 

 
定

額
法

に
よ

る
。

 
 

 
 
 

 
・

主
な

耐
用

年
数

 
 

 
 
 

 
 

建
物

 
 

 
 

 
 
 

 
13

年
～

77
年

 
 

 
 
 

 
 

構
築

物
 

 
 

 
 
 

 
17

年
～

40
年

 
 

 
 
 

 
 

機
械

及
び

装
置

 
 
 

 
 4

年
～

26
年

 
 

 
 
 

 
 

車
両

運
搬

具
 

 
 
 

 
 4

年
～

 6
年

 
 

 
 
 

 
 

器
具

備
品

 
 

 
 
 

 
 3

年
～

20
年

 
 

 
 
 

（
２

）
無

形
固

定
資

産
（
リ

ー
ス

資
産

を
除

く
。）

 
 

 
 
 

 
・

減
価

償
却

の
方

法
 
 

 
定

額
法

に
よ

る
。

 
 

 
 
 

 
・

主
な

耐
用

年
数

 
 

 
 
 

 
 

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

 
 
 

 
 5

年
 

  
 

３
 

引
当

金
の

計
上

方
法

 
 

 
 
 

（
１

）
貸

倒
引

当
金

 
 

 
 
 

 
 

債
権

の
不

納
欠

損
に
よ

る
損

失
に

備
え

る
た

め
、
貸

倒
実

績
率

等
に

よ
る

回
収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

て
い
る

。
 

 
 

 
 

（
２

）
退

職
給

付
引

当
金

 
 

 
 

 
 

 
職

員
の

退
職

手
当

の
支

給
に

備
え

る
た

め
、

当
年

度
末

に
お

け
る

退
職

手
当

の
要

支
給

額
に

相
当

す
る

金
額

の
う

ち
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退
職

手
当

負
担

に
つ

い
て

の
協
定

書
」
に
基

づ
き

、
一

般
会
計

が
負

担
す

る
と
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込

ま
れ
る
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分

を
除

く
額
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計
上

し
て

い
る

。
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当
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員
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に
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。
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当
金
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き
当

年
度

の
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に

属
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る
額

を
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上
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い
る

。
 

  
 

４
 

そ
の

他
会

計
に

関
す

る
書
類

の
作

成
の

た
め

の
基

本
と
な

る
重

要
な

事
項
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税
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方
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の
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方

消
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税

の
会

計
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理
は

税
抜

方
式
に

よ
っ

て
い

る
。
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Ⅱ
．

予
定

貸
借

対
照

表
等

に
関
す

る
注

記
 

１
 

引
当

金
の

取
崩

し
 

 
 

 
 

（
１

）
貸

倒
引

当
金

の
取
崩

し
 

 
 

 
 

 
 

令
和

５
年

度
に

お
い
て

、
債

権
の

不
納

欠
損

に
よ
る

損
失

が
発

生
し

た
た

め
、
貸

倒
引

当
金

571,000
円

を
取

り
崩

し
た

。
 

（
２

）
賞

与
引

当
金

の
取

崩
し

 
 

 
 
 

 
 

令
和

５
年

６
月

に
お
い

て
、
期
末

手
当

と
し

て
21,976,500

円
を
支

給
す

る
こ
と

と
な

っ
た

た
め

、
前
年

度
の

負
担

に
属

す
る

金
額

14,651,000
円
を

、
賞

与
引

当
金

か
ら
取

り
崩

し
た

。
 

 
 

 
 

（
３

）
法

定
福

利
費

引
当
金

の
取

崩
し

 
 

 
 
 

 
 

令
和

５
年

６
月

に
お
い

て
、

期
末

手
当

に
係

る
法
定

福
利

費
と

し
て

4,437,000
円

を
支

出
す

る
こ
と

と

な
っ

た
た

め
、

前
年

度
の

負
担

に
属
す

る
金
額

2,958,000
円

を
法

定
福

利
費

引
当

金
か

ら
取
り

崩
し

た
。
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（
単

位
 ：

 円
）

 （
１

）
  給

水
収

益
給

水
収

益
1
,8

8
8,7

6
1,4

5
5

 （
２

）
  そ

の
他

営
業

収
益

そ
の

他
営

業
収

益
4
6
,3

0
9,7

2
8

1
,9

3
5,0

7
1,1

8
3

 （
１

）
  受

水
費

受
水

費
1
,1

2
5,2

2
3,6

3
7

 （
２

）
  給

配
水

費
給

配
水

費
2
4
3,1

9
5,9

1
6

 （
３

）
  業

務
費

業
務

費
1
4
9,3

6
3,5

4
9

 （
４

）
  総

係
費

総
係

費
1
8
0,6

5
8,9

2
2

 （
５

）
  減

価
償

却
費

減
価

償
却

費
2
7
9,0

1
6,0

0
0

 （
６

）
  資

産
減

耗
費

資
産

減
耗

費
6
,8

0
6,0

0
0

1
,9

8
4,2

6
4,0

2
4

 4
9
,1

9
2,8

4
1

 （
１

）
  受

取
利

息
受

取
利

息
2
,4

8
3,0

0
0

 （
２

）
  雑

収
益

雑
収

益
9
,5

7
7,1

8
3

 （
３

）
  一

般
会

計
補

助
金

一
般

会
計

補
助

金
1
5
,2

2
8,0

0
0

 （
4
）  長

期
前

受
金

戻
入

長
期

前
受

金
戻

入
1
0
0,2

0
5,0

0
0

1
2
7,4

9
3,1

8
3

 （
１

）
  支

払
利

息
支

払
利

息
3
,7

3
9,0

0
0

 （
２

）
  雑

支
出

雑
支

出
6
5
5,3

8
4

4
,3

9
4,3

8
4

1
2
3,0

9
8,7

9
9

7
3
,9

0
5,9

5
8

 （
１

）
  固

定
資

産
売

却
益

過
年

度
損

益
修

正
益

5
,3

7
4,0

0
0

5
,3

7
4,0

0
0

 （
１

）
  固

定
資

産
売

却
損

固
定

資
産

売
却

損
3
,0

8
9,0

0
0

 （
２

）
  過

年
度

損
益

修
正

損
過

年
度

損
益

修
正

損
2
7
2,7

2
9

 （
３

）
  そ

の
他

特
別

損
失

そ
の

他
特

別
損

失
2
5
,3

7
7,0

0
0

2
8
,7

3
8,7

2
9

 （
１

）
  固

定
資

産
売

却
損

予
備

費
3
0
,0

0
0,0

0
0

3
0
,0

0
0,0

0
0

△
 5

3
,3

6
4,7

2
9

2
0
,5

4
1,2

2
9

7
9
8,2

4
1

2
6
,9

7
5,0

5
6

4
8
,3

1
4,5

2
6

当
年

度
純

利
益

前
年

度
繰

越
利

益
剰

余
金

そ
の

他
未

処
分

利
益

剰
余

金
変

動
額

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金

５
特

別
利

益

６
特

別
損

失

７
予

備
費

３
営

業
外

収
益

４
営

業
外

費
用

経
常

利
益

令
和

４
年

度
　

宜
野

湾
市

水
道

事
業

予
定

損
益

計
算

書

（
令

和
４

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
５

年
３

月
３

１
日

ま
で

）

１
営

業
収

益

２
営

業
費

用

営
業

損
失
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(令
和

５
年

３
月

３
１

日
)

（
単

位
 ：

 円
）

資
産

の
部

固
　

定
　

資
　

産

(1
)

有
 形

 固
 定

 資
 産

イ
土

　
　

　
　

地
5
1
6
,6

2
7
,9

69
5
1
6
,6

2
7
,9

69

ロ
建

　
　

　
　

物
7
2
5
,6

5
1
,5

52

減
価

償
却

累
計

額
△

 2
0
6
,2

1
8
,6

74
5
1
9
,4

3
2
,8

78

ハ
構

　
築

　
物

1
1
,5

2
7
,9

0
4
,8

59

減
価

償
却

累
計

額
△

 5
,3

3
0
,4

6
6
,2

97
6
,1

9
7
,4

3
8
,5

62

ニ
機

械
及

び
装

置
6
2
3
,5

1
8
,5

65

減
価

償
却

累
計

額
△

 4
0
7
,1

0
6
,6

56
2
1
6
,4

1
1
,9

09

ホ
車

両
運

搬
具

3
0
,0

3
0
,3

37

減
価

償
却

累
計

額
△

 2
0
,0

7
6
,9

60
9
,9

5
3
,3

77

ヘ
器

具
備

品
6
0
,7

0
4
,9

44

減
価

償
却

累
計

額
△

 1
8
,5

5
1
,7

32
4
2
,1

5
3
,2

12

ト
建

設
仮

勘
定

0

有
 形

 固
 定

 資
 産

 合
 計

7
,5

0
2
,0

1
7
,9

07

(2
)

無
 形

 固
 定

 資
 産

イ
電

話
加

入
権

3
7
5
,8

00

ロ
ソ

フ
ト
ウ

ェ
ア

2
2
0
,0

00

無
 形

 固
 定

 資
 産

 合
 計

5
9
5
,8

00

(3
)

投
　

　
　

資

イ
投

資
有

価
証

券
0

投
　

資
　

合
　

計
0

固
 定

 資
 産

 合
 計

7
,5

0
2
,6

1
3
,7

07

流
　

動
　

資
　

産

(1
)

現
金

預
金

2
,7

8
6
,8

0
2
,0

10

(2
)

未
収

金
2
3
3
,9

3
3
,6

11

貸
倒

引
当

金
△

 8
3
7
,2

82
2
3
3
,0

9
6
,3

29

(3
)

貯
蔵

品
4
,6

3
2
,6

68

(4
)

そ
の

他
流

動
資

産
0

流
 動

 資
 産

 合
 計

3
,0

2
4
,5

3
1
,0

07

資
 産

 合
 計

1
0
,5

2
7
,1

4
4
,7

14

12

令
和

４
年

度
  宜

野
湾

市
水

道
事

業
予

定
貸

借
対

照
表
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負
債

の
部

固
　

定
　

負
　

債

(1
)

企
　

業
　

債
1
3
5
,5

4
5
,7

51

(2
)

引
　

当
　

金

イ
退

職
給

付
引

当
金

1
2
5
,1

4
7
,9

47

引
 当

 金
 合

 計
1
2
5
,1

4
7
,9

47

固
 定

 負
 債

 合
 計

2
6
0
,6

9
3
,6

98

流
　

動
　

負
　

債

(1
)

企
　

業
　

債
2
4
,0

6
8
,0

56

(2
)

未
　

払
　

金
1
2
4
,8

3
2
,0

00

(3
)

預
　

り
　

金
1
,6

5
3
,8

00

(4
)

引
　

当
　

金

イ
賞

与
引

当
金

1
4
,6

5
1
,0

00

ロ
法

定
福

利
費

引
当

金
2
,9

5
8
,0

00

引
 当

 金
 合

 計
1
7
,6

0
9
,0

00

(5
)

そ
の

他
流

動
負

債
0

流
 動

 負
 債

 合
 計

1
6
8
,1

6
2
,8

56

繰
　

延
　

収
　

益

(1
)

長
期

前
受

金
4
,5

2
0
,9

3
9
,2

12

(2
)

収
益

化
累

計
額

△
 2

,3
1
3
,2

3
5
,1

38

繰
 延

 収
 益

 合
 計

2
,2

0
7
,7

0
4
,0

74

負
 債

 合
 計

2
,6

3
6
,5

6
0
,6

28

資
本

の
部

資
　

本
　

金

(1
)

資
本

金

イ
固

有
資

本
金

6
5
,4

9
7
,4

23

ロ
繰

入
資

本
金

2
4
4
,9

6
9
,7

11

ハ
組

入
資

本
金

4
,6

6
5
,3

3
2
,4

38

資
 本

 金
 合

 計
4
,9

7
5
,7

9
9
,5

72
4
,9

7
5
,7

9
9
,5

72

剰
　

余
　

金

(1
)

資
本

剰
余

金

イ
補

助
金

4
6
3
,0

8
0
,7

28

ロ
寄

付
金

2
,8

5
1
,7

50

ハ
受

贈
財

産
評

価
額

1
1
,7

3
2
,7

90

ニ
工

事
負

担
金

6
3
5
,7

80

ホ
他

会
計

負
担

金
0

資
 本

 剰
 余

 金
 合

 計
4
7
8
,3

0
1
,0

48

(2
)

利
益

剰
余

金

イ
減

債
積

立
金

1
3
7
,2

3
3
,9

40

ロ
建

設
改

良
積

立
金

2
,2

5
0
,9

3
5
,0

00

ハ
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

4
8
,3

1
4
,5

26

利
 益

 剰
 余

 金
 合

 計
2
,4

3
6
,4

8
3
,4

66

剰
　

余
　

金
　

合
　

計
2
,9

1
4
,7

8
4
,5

14

資
　

本
　

合
　

計
7
,8

9
0
,5

8
4
,0

86

負
　

債
　

資
　

本
　

合
　

計
1
0
,5

2
7
,1

4
4
,7

14

7 3456
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注
記

 
 

Ⅰ
．
重

要
な

会
計

方
針

 
 

 
１
 

資
産

の
評

価
基

準
及

び
評
価

方
法

 
 

 
 
 

（
１

）
貯

蔵
品

 
 

先
入
先

出
法

に
よ

る
原

価
法

 
  

 
２
 

固
定

資
産

の
減

価
償

却
の
方

法
 

 
 

 
 

（
１

）
有

形
固

定
資

産
（
リ

ー
ス

資
産

を
除

く
。）

 
 

 
 
 

 
・

減
価

償
却

の
方

法
 
 

 
定

額
法

に
よ

る
。

 
 

 
 
 

 
・

主
な

耐
用

年
数

 
 

 
 
 

 
 

建
物

 
 

 
 

 
 
 

 
13

年
～

77
年

 
 

 
 
 

 
 

構
築

物
 

 
 

 
 
 

 
17

年
～

40
年

 
 

 
 
 

 
 

機
械

及
び

装
置

 
 
 

 
 4

年
～

26
年

 
 

 
 
 

 
 

車
両

運
搬

具
 

 
 
 

 
 4

年
～

 6
年

 
 

 
 
 

 
 

器
具

備
品

 
 

 
 
 

 
 3

年
～

20
年

 
 

 
 
 

（
２

）
無

形
固

定
資

産
（
リ

ー
ス

資
産

を
除

く
。）

 
 

 
 
 

 
・

減
価

償
却

の
方

法
 
 

 
定

額
法

に
よ

る
。

 
 

 
 
 

 
・

主
な

耐
用

年
数

 
 

 
 
 

 
 

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

 
 
 

 
 5

年
 

  
 

３
 

引
当

金
の

計
上

方
法

 
 

 
 
 

（
１

）
貸

倒
引

当
金

 
 

 
 
 

 
 

債
権

の
不

納
欠

損
に
よ

る
損

失
に

備
え

る
た

め
、
貸

倒
実

績
率

等
に

よ
る

回
収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

て
い
る

。
 

 
 

 
 

（
２

）
退

職
給

付
引

当
金

 
 

 
 

 
 

 
職

員
の

退
職

手
当

の
支

給
に

備
え

る
た

め
、

当
年

度
末

に
お

け
る

退
職

手
当

の
要

支
給

額
に

相
当

す
る

金
額

の
う

ち
、「

退
職

手
当

負
担

に
つ

い
て

の
協
定

書
」
に
基

づ
き

、
一

般
会
計

が
負

担
す

る
と

見
込

ま
れ
る

部
分

を
除

く
額
を

計
上

し
て

い
る

。
 

 
 

 
 

（
３

）
賞

与
引

当
金

 
 

 
 

 
 

 
職

員
の

期
末

手
当

の
支

給
に

備
え

る
た

め
、

当
年

度
末

に
お

け
る

支
給

見
込

額
に

基
づ

き
、

当
年

度
の

負
担

に
属

す
る

額
を

計
上

し
て

い
る

。
 

 
 

 
 

（
４

）
法

定
福

利
費

引
当
金

 
 

 
 

 
 

 
職

員
の

期
末

手
当

に
係

る
法

定
福

利
費

の
支

出
に

備
え

る
た

め
、

当
年

度
末

に
お

け
る

支
給

見
込

額
に

基
づ

き
当

年
度

の
負

担
に

属
す

る
額

を
計

上
し
て

い
る

。
 

  
 

４
 

そ
の

他
会

計
に

関
す

る
書
類

の
作

成
の

た
め

の
基

本
と
な

る
重

要
な

事
項

 
 

 
 
 

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税
の

会
計

処
理

 
 

 
 
 

 
消

費
税

及
び

地
方

消
費
税

の
会

計
処

理
は

税
抜

方
式
に

よ
っ

て
い

る
。
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Ⅱ
．

予
定

貸
借

対
照

表
等

に
関
す

る
注

記
 

１
 

引
当

金
の

取
崩

し
 

 
 

 
 

（
１

）
貸

倒
引

当
金

の
取
崩

し
 

 
 

 
 

 
 

令
和

４
年

度
に

お
い
て

、
債

権
の

不
納

欠
損

に
よ
る

損
失

が
発

生
し

た
た

め
、
貸

倒
引

当
金

392,000
円

を
取

り
崩

し
た

。
 

（
２

）
退

職
給

付
引

当
金

の
取

崩
し

 
 

 
 
 

 
 

令
和

４
年

度
に

お
い
て

、
退

職
手

当
と

し
て

18,830,246
円
を

支
給

す
る

こ
と
と

な
っ

た
た

め
、
退
職
給

付
引

当
金

18,830,246
円

を
取

り
崩
し

た
。

 
（

３
）
賞

与
引

当
金

の
取

崩
し

 
 

 
 
 

 
 

令
和

４
年

６
月

に
お
い

て
、
期
末

手
当

と
し

て
21,700,500

円
を
支

給
す

る
こ
と

と
な

っ
た

た
め

、
前
年

度
の

負
担

に
属

す
る

金
額
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３．予算に関する参考資料



収益的収入 （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

1 水 道 事 業 収 益 2,269,865

1 営 業 収 益 2,149,643

1 給 水 収 益 2,127,626

水 道 使 用 料 2,127,626 水道料金収入

2 そ の 他 営 業 収 益 22,017

水 道 利 用 加 入 金 11,764 水道利用加入金

他 会 計 負 担 金 2,532 消火栓維持管理費

手 数 料 7,721 督促、工事検査、下水道事務の手数料等

2 営 業 外 収 益 114,908

1 受 取 利 息 167

預 金 利 息 166 定期預金利息

短 期 貸 付 金 利 息 1

2 雑 収 益 10,517

そ の 他 雑 収 益 92 延滞金等

賃 貸 料 10,425
庁舎賃貸料（教育委員会及び下水道事業
負担分）

3 8,812

4 一 般 会 計 補 助 金 3,108

一 般 会 計 補 助 金 3,108 児童手当

5 長 期 前 受 金 戻 入 92,304

国 庫 補 助 金 長 期
前 受 金 戻 入

88,206 国庫補助金による減価償却費見合分戻入

工 事 負 担 金 長 期
前 受 金 戻 入

384 工事負担金による減価償却費見合分戻入

3 特 別 利 益 5,314

1 過 年 度 損 益 修 正 益 5,314

過 年 度 損 益 修 正 益 5,314 瑞慶覧基地給水消費税還付金

収益的収入及び支出

受 贈 財 産 評 価 額
長 期 前 受 金 戻 入

令和５年度　宜野湾市水道事業会計予算実施計画明細書　

3,714
受贈財産評価額による減価償却費見合分
戻入

消費税及び地方消費税
還 付 金 消費税及び地方消費税

還 付 金
8,812 消費税及び地方消費税還付金
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収益的支出 （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

1 水 道 事 業 費 用 2,229,275

1 営 業 費 用 2,193,158

1 受 水 費 1,263,513

浄 水 購 入 費 1,263,513 企業局からの浄水購入費

2 給 配 水 費 277,711

給 料 12,881 水道施設課職員給料

手 当 7,354 期末手当等諸手当

法 定 福 利 費 4,638 共済組合、互助会等負担金

旅 費 546 研修等の旅費

備 消 耗 品 費 521 事務用及び作業用消耗品費

燃 料 費 204 車両燃料費

印 刷 製 本 費 70 台帳、管理図製本

手 数 料 7 車検手数料

工 事 請 負 費 23,171 本管工事に伴う仮設給水管設置工事等

使 用 料 22 情報使用料

賃 借 料 1,023 上水道積算システム

修 繕 費 511 車両の修繕

材 料 費 7,474 仮設資材費等

負 担 金 35 職員研修等の参加費

保 険 料 142 車両保険

公 課 費 68 車両重量税

3 業 務 費 167,453

給 料 20,054 業務サービス課職員給料

手 当 12,464 期末手当等諸手当

法 定 福 利 費 7,485 共済組合、互助会等負担金

委 託 料 219,044
上下水道事業包括業務委託料、管路更新
計画策定業務、マッピングシステム、臨
時的水質検査等
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

備 消 耗 品 費 185 事務用消耗品等

燃 料 費 21 車両燃料費

通 信 運 搬 費 20 郵便料金

手 数 料 1,485
口座振替手数料、金融機関窓口収納手数
料等

修 繕 費 75 車両の修繕

保 険 料 24 車両保険

公 課 費 7 車両重量税

4 総 係 費 194,367

給 料 60,220 局長、総務企画課職員の給料

手 当 等 39,926 期末手当等諸手当

法 定 福 利 費 24,975 共済組合、互助会等負担金

旅 費 1,280 研修等の旅費、会計年度任用職員交通費

退 職 給 付 費 14,920 退職給付引当金

報 酬 14,405 会計年度任用職員の報酬等

被 服 費 226 職員の作業服等

備 消 耗 品 費 3,487 事務用消耗品、備品購入費、法規追録等

燃 料 費 173 車両燃料費等

光 熱 水 費 3,174 庁舎電気料金等

印 刷 製 本 費 860 統計年報、決算書、封筒等の印刷

通 信 運 搬 費 1,244 電話料金等

広 告 料 1

委 託 料 16,581 庁舎警備、清掃等

手 数 料 1,204 消防設備点検料、その他手数料等

使 用 料 70 ＮＨＫ受信料等

賃 借 料 8,060 複写機、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ等賃借等

上下水道事業包括業務委託料、コンビニ
等収納事務委託、調定システム改修等

委 託 料 125,633
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

修 繕 費 1,294 庁舎等施設の修繕費等

食 糧 費 20 会議用

厚 生 費 288 職員の職場検診費

負 担 金 1,128 日水協等関係団体負担金等

保 険 料 333 車両保険、水道賠償保険料等

交 際 費 50 局長交際費

公 課 費 40 自動車重量税

行 事 費 60 水道週間等の行事費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 347 貸倒引当金繰入額

貸 倒 損 失 1

5 減 価 償 却 費 281,018

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 費

6 資 産 減 耗 費 9,096

固 定 資 産 除 却 費 9,096 固定資産の除却費

2 営 業 外 費 用 3,062

1 支 払 利 息 3,060

企 業 債 利 息 3,060 企業債利息

2 消費税及び地方消費税 1

消費税及び地方消費税 1

3 雑 支 出 1

そ の 他 雑 支 出 1

3 特 別 損 失 3,055

１固定資産売却損固 定 資 産 売 却 損 2,755

固 定 資 産 売 却 損 2,755 量水器の売却

2 過 年 度 損 益 修 正 損 300

過 年 度 損 益 修 正 損 300 漏水等料金減免等

4 予 備 費 30,000

1 予 備 費 30,000

予 備 費 30,000

有形固定資産の減価償却費

無形固定資産の減価償却費88

280,930
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（単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

1 資 本 的 収 入 116,601

1 補 助 金 97,200

1 補 助 金 97,200

補 助 金 97,200 国庫補助金

2 その他資本的収入 865

1 固 定 資 産 売 却 代 金 865

固 定 資 産 売 却 代 金 865 量水器の売却

3 他 会 計 出 資 金 18,535

1 出 資 金 18,535

出 資 金 18,535 消火栓設置に伴う他会計からの繰入金

4 負 担 金 1

1 負 担 金 1

負 担 金 1

資本的収入及び支出
資本的収入
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資本的支出 （単位：千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　　考

1 資 本 的 支 出 567,658

1 建 設 改 良 費 533,588

1 配 水 施 設 費 515,080

給 料 16,794 建設改良に係る水道施設課職員給料

手 当 11,119 期末手当等諸手当

法 定 福 利 費 6,151 共済組合、互助会等負担金

委 託 料 22,074 補助事業
・調査設計業務委託
単独事業
・現場技術支援業務委託
・設計図等加筆修正業務

工 事 請 負 費 458,942 補助事業　
・配水管改良工事R5-1（我如古地内）
・配水管改良工事R5-2（大謝名地内）
・配水管布設工事R5-3（西普天間住宅
　地区内）
単独事業
・配水管布設工事R5-3（西普天間住宅
　地区）
・宜野湾地内配水管改良工事
・中原33号道路整備に伴う配水管改良
　工事
・佐真下地内配水管布設工事
・真栄原地内配水管布設工事
・付帯工事（2件）
消火栓設置工事（新設15栓・改良5栓）

2 営 業 設 備 費 18,508

器 具 備 品 費 2,039 複合機、水圧測定器等

量 水 器 設 備 費 16,469 量水器出庫

2 企 業 債 償 還 金 24,069

1 企 業 債 償 還 金 24,069

企 業 債 償 還 金 24,069 企業債の元金年割償還金

3 国庫補助金返還金 1

1 国 庫 補 助 金 返 還 金 1

国 庫 補 助 金 返 還 金 1

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

予 備 費 10,000
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受　水　量
(㎥)

浄水購入費
（千円）

給　水　量
（㎥）

給水収益
（千円）

令和５年 　４月 830,172 93,364 802,563 166,490

５月 1,015,888 114,251 915,928 181,622

６月 859,095 96,617 816,767 169,752

７月 1,002,957 112,797 929,880 184,249

８月 890,737 100,176 835,177 174,607

９月 1,030,189 115,859 936,262 185,309

１０月 864,467 97,221 825,465 171,930

１１月 993,837 111,771 919,979 181,922

１２月 874,624 98,364 819,318 171,604

令和６年 １月 1,029,599 115,793 951,473 189,383

２月 879,205 98,879 830,591 172,900

３月 964,047 108,421 892,107 177,858

11,234,817 1,263,513 10,475,510 2,127,626

受　水　費　及　び　給　水　収　益　計　算　書

受　　水　　量 給　　水　　量

備　　　　　考

項目

月別

合　　　計

令和５年度
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